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環境厚生常任委員会委員長報告  

（Ｒ３．３．２２）  

 

環境厚生常任委員会に付託されました議案について、審

査の経過概要とその結果を報告いたします。  

 

まず、第４１号議案、国民健康保険条例の一部改正につ

いて は、国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、被保険

者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割 額 の 減 額 に 係 る 基 準 等 を 改

正しようとするものであり、別段異論なく、採決の結果は、

全員をもって原案可決すべきものと決定しました。  

 

次に、第４２号議案、介護保険条例の一部改正について

は、令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業

計画の実施に伴い、介護保険料を改定しようとするもので

あり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可

決すべきものと決定しました。  

 

次に、第４３号議案、指定居宅介護支援等の事業の人員

及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 等 の 一 部 改 正 に つ

いて は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部改正により、所要の規定整備を図る

ものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって

原案可決すべきものと決定しました。  
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次に、第４４号議案、市立病院の企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の一部改正について は、医師である

病 院 事 業 管 理 者 が 亀 岡 市 立 病 院 の 病 院 長 を 兼 務 し て い る

場合において、当該病院長がフルタイム会計年度任用職員

で あ る と き の 給 与 の 算 定 方 法 を 定 め よ う と す る も の で あ

り、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決

すべきものと決定しました。  

 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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